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【県関与・事業群設定：適切】本施策での県の役割は，優遇措置の
大幅な拡充を行い，戦略的な企業誘致活動に取り組むことである。
事業群は優遇制度の大幅な拡充，県内外の立地有望な企業への
誘致活動と戦略的なＰＲ活動等の構成内容となっており，全て施策
目的を実現するために必要な事業である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度からは過去３回とも
50点と低調であり有効とは言えないが，一方，政策評価指標「全立
地件数に対する先端技術を有する企業の割合」では目標値を上
回っていることから事業群の有効性が認められる。優遇制度の大幅
な拡充とＰＲ効果により，当県への企業立地件数は増加傾向にあ
る。なお，本施策の主要な事業である「先端技術企業誘致事業」は
事業実績が無いことから有効性を確認することができない。
【事業群の効率性：おおむね効率的】政策評価指標の達成状況か
らは効率的と言えるが，施策満足度や事業の業績・成果から効率性
を確認することができないことからおおむね効率的と判定する。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「適切」と判断する。
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【施策群設定：おおむね適切】政策を実現するため６施策全てが必
要である。施策６「物流，情報通信，エネルギー等産業活動に必要
な基盤の整備」は施策４「企業活動に必要な工業団地等の基盤整
備」と一部重複する部分はあるが矛盾はしていない。
【政策評価指標群：おおむね適切】先端技術を活用した高付加価
値製品を製造する工場等の立地は，産業の集積と県民所得の向上
や雇用の場を創設するために重要であり，政策評価指標として適切
である。なお，必要性を「大」とした３施策のうち１施策に指標が設定
されている。
【施策群の有効性：有効】政策全体の政策評価指標達成状況から
「有効」，政策満足度結果から「有効」，社会経済情勢の点からも「有
効」と判定した。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。
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【評価結果から抽出される課題と対応策】
　企業の設備投資に明るい動きがあり，企業立地件数も増加してい
るが県外からの新規の立地が少ないことから，政策評価指標（全企
業立地数に対する先端技術を有する企業の割合）目標の達成と企
業立地の推進のため，引き続き重点的に実施する必要がある。
　国内製造業は，安価な労働力等を求めて海外移転等を行う傾向
にあり，コスト削減を目指して海外移転等を行う分野の工場を国内
に引き留めることは困難である。そのため，県への企業立地を促進
するためには，今後も国内において製造を継続する分野や地域の
持つ強みを見極め，地域特性に合った分野における集中的な取組
みが必要である。宮城県では東北大学をはじめとする研究機関等
が集積しており，東北大学等との共同研究を行う企業が立地しやす
い制度を構築することが目標達成のために必要である。

【施策・事業の方向性】
　産学官連携ラウンドテーブルにおいて締結された「地域産業経済
の成長に向けた基本合意書」の項目として，「研究開発プロジェク
ト・研究開発型企業等の誘致に関すること」が上げられており，地域
の受け入れ体制は十分に機が熟している。
　東北大学等の協力が得られることで他地域との差別化が可能と
なった現在，企業立地を促進するための新たな優遇制度の再構築
が県としての責務である。
　特に，先端技術企業を誘致するために必要な優遇制度につい
て，十分に検討し，企業にとって宮城県が魅力ある地域となるような
支援体制を整える必要がある。・東北大学等と共同研究を行う企業
を立地し，先端技術の海外移転等による空洞化を防止することによ
り，先端技術産業等の集積と雇用機会の拡大を図る。
　県外の先端技術を有する企業を県内に誘致するために有効な事
業であると認められるので，来年度は優遇制度を再構築し企業誘致
を図る。
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